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妊娠中の方 1000人へのアンケート 

「妊娠について」 

 
 
 
 

 
 
コンビ株式会社は、同社が運営する会員数 10 万人を超えるベビー最大クラスの育児コミュニ 

ティサイト｢コンビタウン｣内に新たに開設した妊婦さん向け新コーナー(妊婦タウン)にて、  

「妊娠について」のアンケートを実施しましたので、その結果を別紙のようにお知らせします。 
 
＜「コンビタウン」新サイト，『ニンプタウン』」とは＞ 

コンビタウンはコンビ株式会社により運営される子育て支援サイトです。妊婦や赤ちゃん

（2 歳未満）のいる方を中心に約 10 万人の会員を持ち、同分野では最大クラスの育児コミュ

ニティサイトです。ベビー用品から妊娠・育児に関する情報収集はもちろん、疑問や悩みの

解決や、会員自身が持っている自分の知識の発信、意見交換ができる仕組みを持っており、

また会員が一人で悩むことなく、妊娠・出産・育児を通して友達づくりができる仕組みが  

整っています。 
ニンプタウンは 2004 年 11 月に新たにオープンしたコンビタウン内の新コンテンツで、   

妊婦に対象を絞り、妊娠・育児関連情報を提供しています。妊婦専門サイトが少ない中、    

そのニーズに応えるコーナーを設けています。 

 

 コンビタウンＵＲＬ： http://www.combibaby.com/ 

 ニンプタウンＵＲＬ： http://www.combibaby.com/premama/ 

 
 
 
 
 

● 報道各位からのリリースに関するお問い合わせ先：    

経営企画室 広報担当  藤・河辺 

TEL：０３－５８２８－７６０７／FAX：０３－５８２８－７６６２ 
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アンケートタイトル 妊娠についてのアンケート 

期間 2004年11月18日～2004年11月30日 
対象 コンビタウン内「ニンプタウン」簡単アンケート回答者 

回答者全て現在妊娠中。第１子妊娠中63％・第２子妊娠中31％・

第３子妊娠中4％・第４子以上妊娠中1％ 
N数 1042 人 

目的・趣旨 妊娠までの期間や妊婦健診への夫の付き添いについて 
 

質問事項 結果 

 
１． 今回の妊娠は？ 
 

 
・つくろう！と計画的に           ：  45  % 
・そろそろいいかなぁと思っていた     ：  31  % 
・もう少ししたらつくろうかなぁと思っていた：  9  % 
・まだまだ全然考えていなかった      ：   6  % 
・全くの予想外              ：   9  % 

 

 
２． ある程度計画していた

方にお聞きします。 
妊娠までの期間は？ 
（回答対象者は813名で

78％が返答） 

 

 
・３ヶ月未満              ：  31  % 
・３～６ヶ月程度          ：  19  % 
・６～１２ヶ月程度       ：  10  % 
・１～２年程度           ：  10  % 
・２～３年程度           ：   5  % 
・３～４年程度           ：   2  % 
・４～５年程度           ：   1  % 
・それ以上             ：   1  % 

 
 
３．夫は妊婦健診に一緒に

行く？ 

 
・いつも一緒に行く           ：  18  % 
・たまに一緒に行く           ：  27  % 
・一度だけ一緒に行ったことがある    ：  17 % 
・一度も一緒に行ったことがない     ：  38  % 
 

全体の２割程度が計画的ではなく今回の妊娠をむかえている。 

ある程度計画をしていた人の中では、２割強の人が１年以上の期間をかけ、妊娠にいたっていることを

考えると、晩婚化が進む中、更に妊娠までにある程度の期間を要すると２人以上の出産を希望していて

も年齢的に躊躇する場合が多くなるのではないかと思われる。 
夫の育児参加が当たり前のように叫ばれる昨今、妊婦健診に一緒に行く夫は「たまに・・・」を含め、

半数近くに及んでいる。やむを得ない事情で一緒に行けない人もいることを想定すると、妻の妊娠に

対し積極的に状況を共有しようとする姿勢が高まってきていると考えられる。 

 


